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「エレベーターの設計における耐震安全性分類」の適用について

建築基準法施行令の改正（平成２１年９月２８日施行）を受け、平成２１年２月に制定さ

れた建築設備設計基準（平成２１年版）（以下「設計基準」という。）第６編第１章エレベー

ター第８節耐震措置の耐震安全性の分類については、当面の間、下記により適用されたい。

記

エレベーターの設計における設計基準 第６編第１章エレベーター第８節耐震措置（設計

資料）についての耐震安全性の分類については、次による。

エレベーターの耐震安全性の分類については、甲類をS 、乙類をA とする。09 09
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エレベーターの耐震安全性について 

 

■経緯 

・建築基準法施行令の改正（平成２１年９月２８日施行）に伴い、「昇降機耐震設計・施工

指針」（(財)日本建築設備・昇降機センター）が改訂された。 

・「同指針」において耐震安全性の分類が、従前の３段階（Ｓ、Ａ、Ｂ）から２段階（Ｓ09、

Ａ09）に見直されるとともに、同じＳ、Ａランクでも規定内容（外れ止め防止、引っ掛

かり防止など）が強化された。 

(財)日本建築設備・昇降機センターのホームページでは、「同指針」の適用は、改訂から

概ね１年経過後（2010 年 8 月以降）の建築着工案件を目標としている。 

・官庁営繕の技術基準（建築設備設計基準）においても、これら耐震安全性の分類を引用

していることから、見直しに伴う改定をすることとした。 

 

■現状 

・建築設備設計基準（資料）の記載は次のとおり。 

              表 8-1 エレベーターの耐震安全性の分類 

※耐震安全性の分類 エレベーターの耐震安全性の分類 

構造体 建築設備 ＜従来＞ ＜平成 22年 6 月 30 日事務連絡による分類＞

Ⅰ類 甲類 Ｓ Ｓ09 

甲類 Ｓ，Ａ Ｓ09 Ⅱ類 

乙類 Ａ Ａ09 

Ⅲ類 乙類 Ｂ Ａ09 

※ 耐震安全性の分類とは、「官庁施設の総合耐震計画基準（平成 19 年 12 月改定）」による

分類を示す。 

 

・公共建築工事標準仕様書（機械設備工事編）（平成 22 年版）の記載は次のとおり。 

表 9.2.5 設計用水平標準震度 

対 象 機 器 乗用･寝台･人荷共用 

エレベーター 

荷物用エレベーター 

耐震安全性分類 Ｓ09 Ａ09 Ｓ09 Ａ09 

防振支持 1.5 1.0 1.5 1.0 ２階以上の階 

固定支持 1.0 0.6 1.0 0.6 

防振支持 1.0 0.6 1.0 0.6 

懸垂機器 

１階及び地階 

固定支持 0.6 0.4 0.6 0.4 

２階以上の階 － 1.0 0.6 0.75 0.45 昇降案内機器 

１階及び地階 － 0.6 0.4 0.6 0.4 

注 1. 本表における「設計用水平標準震度」は、昇降機耐震設計・施工指針で定める「設計用水平

標準震度」にエレベーターの用途別の係数を乗じたものを示す。 
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出典：昇降機耐震設計・施工指針　2009年版
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